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交通と国民経済との関係を考えるとき，その両者力・t極めて密接な関係を有して66であろうことは・’
容易に察知され得るところである。しかし．具体的に。その関係がどのような法則のもとκ行なわれてい
るのであるかという点につい’ては，従来　あ1り明確な論議は．されていなかつたようである。もちろh
交通用役が生産用役として把えられるに至っ・て後，それが国民経潔とつ’て・所得向上を促す螺として
取扱fOれるに至つたことは，発展であると見左ければならない。しかレ問題は．ただ単に．　A．マーシ
ヤルやJ．ヒツクスが述べるように，　「有用な用役」という概念的な把握であるだけでは・実践的論議と
　（1）　　　　　　　（2）
しての意義を見失なうことになりかねft　h。　fOれhれは．この概念を．より綿密左角度より把えたものと
して，A．C．ピグーの「i移動」（movement）の問題を見ることができる。
　ピグ＿vaあつ・ては，交通の概念は．後に述べるようva，「移l　jとい櫛駆総括され徳り・大別1し
て二つの分野よりなつている。それらは．国民分配分と移動の問題であり・差別的独占と運賃の問題であ
る．両者のうら．後者の論議については，F．タウシ・グとの間の「ピグー対タウシツグ論争」として
知られているのであるが．前者の問題についてea．従来l　ey・・tんど省られなかつたと言つてよいであろう・
もちろん，二，三の論文を散見し得るのであるが，多ぐは補助的な説明としてしか述べられてtoらず総
括的な把蹴なされて晩いようである．本轍むける課題は・国民経済va・k・い’て・国民所得（国民分配
分）と御の関係を全体的睨える・とを目的とする・そ磁はじめに・ピグーの馳繍学を囎す
ることにして，その後に澄いて本題に入ることとする。
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纏済的厚生と国民分配分
　A．C．ピグーにあつ’て，国民経済一般は．人間の厚生を如何にし’て極大に至らしめるかという問題と
結合しているのであり，その意味に澄ける厚生概念の設定から論議は始Rるのである。
　すなわち，厚生とは
　第一一va，意識の状態とその関係であり，
第二に・そhtt・大小の鞠の下va置ぐこ・・；でき・ものであ㌔そは榊れが今ここで・
標としなければならないのは，これら一般の厚生ではなぐて，国民経済の範疇に診いて把えられ得るとこ’
ろのある一定の制限内に於ける厚生であらねばならないわけである。そこで，経済的な側面に厚生を一致
させるために，経済的測定基準である貨幣という概念が想起されるのである。厚生一般のうら，この経済
の尺度としての貨幣によって測定が可能であると予測ざれるところの厚生を，いを，　「経済的厚生」
（ec°n°m’cwe’faye）（、）と名付ける・・の設定に・・’・・厚生搬す勧ら社会的厚生は・繍
的厚生と非経済的厚生　（hon－economic　welfare）　とに大きぐ分割されるわけであり，以後
は，この前者の厚生について論じられる‘f”けである。付加えておかねばな．ら左いことは，後者，非経済的
厚生が，経済的厚生のような厚生の一つの部門であるのでは左いということであり，それ故に，その他の
すべての諸部門によつて生み出されるところの厚生のすべてを含む総括的な用語であるにすぎないという
ことである。もらうん，この両考の関係は，われhれの生活κおい’て，密接に結びつけられていることを
思えぱ・事実上二つを明隙区分することは騰ではある・（5）
　さて，この経済的厚生に対し’て，経済の諸原因は，果して何を媒介にし淀影響を与えるのであるか？
それは，言うAでもなぐ国民全体によって得られる所得言い換えれば国民所得あるいは国民分配分
（班ational　dividend）と呼ばれるところのものである。この意味に澄いて，　A．C．ピグ＿に
あつては，M済的厚生と国民分配分の二様の概念は，同一対象をして，異つた側面より把握したものであ
るに過ぎないあけである。
　ここに，国民分配分とは，　「人が，自から所有し居住するところの家屋から得る用役をも併せて，人々
が貨幣所得によっ備入すると・ろのすべてのものを含め・キ，、のである・しかし・次の・・ltもの購
かれねばならない。すなわち，　「人が．自分自身に対して行なう用役ないし無償で家族や友達に対してす
るところの用役，自分の個人的な財（家具や衣類など）の使用，それから，通行無料の橋のような公共的
財産の利用から得るところの利益」　　　　　　　　　　　　　　　　　などである。ここに却いて，われhれは，国民分配分とは，　「生産　　　　　　　　　　　　　　　（7）
物，用役」を対象として与えられるものであることを知る。そして，それは，言い換えるならば，その国
に澄いて年間に生じたところの正と負の分配分の合計が．実際に澄ける純国民分配分であるということで
あり，それ故に，国民分配分というのは，その年に，最終的に消費考の手の中に入るところのものを意味
するのではないのである。
　次に．国民分配分の大きさの変化は，第一期と第二期との関係にむいて，両期に澄ける嗜好，購買力な
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いし分配が同一であると仮定した場合に，一定人数の集団瓜第二期に付加された項目を確保するために，
その期に鉛いて失lt　hれた項目を得るために支払bうとするより以上に貨幣の支払を行左澄うとするよ
うな事態にある場合ec，第二期は，第一期の場合より．国民分配分の大きさは増大したと理解するのであ
る。この把握の方法vaよつて，経済的厚生は．国民分配分の変化を通じて，その変動を把握することがで
きるというわけである。そして，この両者の関係は．次に示すところの二つの命題に導びぐのである．す
なわち
　第一には．「貧者に帰する分配分が減少しないと仮定すれば，純国民分配分の大きさの増大は，もし。
他のいかなる現象とも関係なしに生ずるとする左らば，経済的厚生の増大を来すに違いない」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　というこ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
とであり，
　第二には。　「もし，所得が富者から貧者に移転せられるとするならぱ・…　　貧者の手に入るところの
実質所得の分前の絶対額を増加させるある種の原因が．どのような見地からも国民分配分の大きさの減少
をもたらさないと仮定するならば．一般に，経済的厚生を増大させるであろう」・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ということである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩
　この二つの命題は，言う｛でもなぐ，瞑界生産力均等の法則を援用したものであるにすぎない。
　このように，国民分配分の変化が，経済的厚生を涌じて，社会的厚生すなわら全体厚生に如何に影響を
及ぼすであろうかということを示し’ているhげであり，この関係は，次に示す社会的限界純生産物
（n｛arginal　soeial　net　products）　と私的限界純生産物（hi：arginal　private
罫et　p「oducts）　の導入とによつて具体的可測性を有してぐるのである。すな二hら・国民分配分の
変動を示す指標をここに見出すのである。A。C．ピグーにおいて，分けられるこの二つの概念は，1ず。
社会的限界純生産物に澄いては．「ある与えられた方法あるいは場所に語ける資源の増加分に基づぐ物理
的fttz　1たは客観的用役の純総生産物であり，そして，このいかなる部分瓜誰に帰属しようともか1h
ない」ものを意味し，その価値とは，その生産物がその市場に澄いて評価されるところの貨幣額によつ
て決定されるものであり，他方，私的限界純生産物というのは，「あ為与えられた方法歪たは場所に齢い
て資源の限界増加分によつて生ずる物理的な物あるいは客観的用役の純生産物であり　　　　以前に
　　　Aず，そこに投資をした費任者に帰するところの部分」を章味するのである。そし’て．その価値と
は．その生毒物が．その市場で評価される貨幣額を言うのである　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ところで。国民分配分の変化は，仮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜（1D
定的に．前者の社会的限界純生産物によって決定されるのであり，それ故，国民分配分にとつては。限界
生産力均等の法則から，社会的限界純生産物の価値の均等が，合目的的であることは容易に推察されるb
けである。
　しかし，ここで一つの問題が生ずる。すなhら，それは，人間の収益に対する本質的左概念，すなわら
「利己心」（5elf－interest）　は・決して「友を想内’Daを想う」の考えに根ざしているも・ので
はなぐ．言い換えれば，自らにとつて利益になること以外は，社会に如向なる影響を及ぼそうとも，それ
は二次的な要素であるにすぎ左いということである。このことは，利己心の対象は，社会的限界純生産物
の価値如何ではなぐて，私的限界純生産物の価値如何であるということ．を意味することになる。それ臨
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国民経済的側面と私的経済的側面との結合のためには．ある何物かの媒介を必要とすることに左るのであ
る。ここにおいて，それは蓋然的に，私的限界純生産物と社会的限界純生産物との一致によつ’てしか与え
られないのである。すなi「ち，　「もしも，私的ならびに社会的限界純生産物が・どのよう左場合に於いて
も一致するとする左らば，利己心の自由な活動は，無知によつて妨げられないかぎり，国民分配分と，そ
れに伴って経済的厚生の総量をある極大点に上昇させるような方法と場所とに資源の配分をする傾向があ
る」　のである。言い換えれば，私的および社会的限界純生産物の両者が一致する場合・自由な利己心と
　働いうものを妨げるような種類の障害は，国民分配分を損なうであろうということを意味しているのである。
ところで，この障害以前に，二っの限界純生産物が一致するかどうかという点が吟味されねばならないの
であるが，A，C．ピグーは；三っの点について言及している。すなわら．このことは，限界増加資源の
投入によつて得られる生産物の一部分D；，その当事者に帰せずに，他の者に帰することによつて生ずるも
のであり，それらは．一般に，次の三点に澄いて見られる。
　一つには，投資家を借用者とする耐久生産要具の持ち主であり．
　二っには，投資家が投資している商品の生産考でない人々であり，そして，
　三つには，この商品の生産者である人々である。すなわち，これらは，契約の問題として，外部経済と
の関係として，あるいは，費用逓減，逓増の法則との関係として論ぜられるところのものである。
　以上によつて，A．C．ピグーの厚生経済学の略観を得たのであるが・hれhれは・この総括的な関係
を，次節に澄いて，移動という側面を考慮して．さらに詳細に分析を行なうこととする。
国民分配分と資源の移動
　前節κ澄いて，hれhれは，社会的厚生が貨幣という尺度によつて決定されるところの部分的厚生とし
ての概念である経済的厚生を含み．それは，国民分配分を涌じて理解さ乳るものであることを知つた。そ
して，さらに，その国民分配分の変化は，限界的には．資源の限界増加分（代替的増加分ないしは付加的
増加分）によつてもたらされた社会的限界純生産物の価値によつ’て決定されるということを知つた。そし
て，その場合問題として残されたのは，社会的限界純生産物の価値が・あらゆる場所に澄いて均等であ
るという場合に訟いて．国民分配分は極大になるのであるという結論に対する障害であつた。それは，言
い換えるftらば，社会的限界純生産物の価値の均等を妨害するようなものが存しないであろうかという問
題になる。ここで，再起しなければなら左い’ｱとは，利己心の行動は．国民分配分の変化を決定する社会
的限界純生産物を直接の対象とはしないということであり．私的限界純生産物を媒介として間接的に作用
するのであるということである．そ熾資源の鋤鮪ける変化は・直接的吐私的限界維渤の
価値の均等化が問題であるのであつて，社会的限界純生産物の価値のそれではないということである。そ
こで，hれわれは，この節に澄いて，社会的限界純生産物と私的限界純生産物との関係は・前節に澄いて
示した両者の距離を定数Kとして，他の両者の変数は・蓋然的に一致するものであると仮定することにす
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る。何故ならば・資源の移動が・国民分配分にいかなる影響を見る上において，資源の移動を意識的に行
なう利己心の行動が，私的限界純生産物の価値のみ変化を及ぼし．社会的限界純生産物の価値に変化を与
えないということは，実際的に不可能であるということであb，をた，このような仮定をすることが，前
節の理論の体系を豪も崩すものではないという理由が存するからである。この仮定に従えぱ，hれhれは，
定数Kを除いて他の利己らによつて生ずる変化のすべてを社会的限界純生産物の変化に，一意的に充ては
めることが可能となるのである。をた，ここに述べられる「移動」の概念は，総括的な意味におけるもの
であつて．hれhれが．一般に考える交涌の概念とは異つているということである。すなわち，移動一般’
には・前者のように。所謂交通機関を利用することによつて得られるところの「移動」概念の大部分を規
定するものと．他方一つの施設内に澄いて．資源を代替的あるいは補完的に移動することによつて生ず
るところのものと二つの場合が存在するhけであり．われわれが，本稿において論ずるところの移動の概
念は・両者を総体的に含んだものであるということである。それ故，交通とか輸送とかいう言葉によつて
与えられる移動現象は，ここに示したように狭義に澄ける移動を示すものであるということに注意されね
ばならないのである。
　さ’て．以上の仮定の下に．われhれは，1ず，利己心の自由な意志に基づいて行なわれる資源の移動に
よつて生ずるところの社会的限界純生産吻の価値と国民分配分の大きさの変化について観察することにし
よう。この論議を通じて，われわれは，所謂，交涌あるいは輸送をも含めて移動現象がどのように国民
分配分に影響を与え，さらには，それを知ることによつて，交涌機関が社会一般の厚生に澄よぼすところ
の影響を観察することができるのである。
　そこで，hれfOれは，次の二っの段階を涌して，より抽象的な段階から，より具体的，実際的段階へと
その適渡性を理解することにしよう。1ず
　第一段階は，資源が移動されるのであるが，その場合に，それには全ぐ費用がかからないという場合で
あり，さらに
　第二段階は，資源が移動されるとき，それに要する費用を考慮に入れる場合である。
　前考については．このよう左仮定は全ぐ具体性が存在しないように思fOれるであろうが，ある特定の方
法によつて，すなわら，たとえば，国外からある理由によつて無料供給が行なhれる場合といつたように，
ある条件の下に澄い’ては実際にも可能性を有している。しかし，ここでは，その可能性如何は，論議しな
いこととして，抽象的，理論的合目的性を把握する上の理解であるとするのが無難であろう。
　さて，このような条件のもとに澄いては，一意的に．「社会的限界純生産物の価値をあらゆる場合va　＄・
いて等しぐする資源の配置は，ただ一つのみに限られ’ている」とすれば，「資源のこのような配置が，他『
のいかなる配置よりも，国民分配分も大にするであろう」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことは明らかである。すなわら，このことは．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Gの
利己心の雇用により，人は，いつでも。社会的限界純生産物の価値の低い方から，より一層高い価値の方
へと，その資源の配置移動を行な澄うとするからである。そして最終的には，・社会的限界純生産物の価値
が，あらゆる用途，あらゆる場所によって等しぐなることが期待されるからである。その上，今の場合，
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このような点に至る配置は，ftだ一つであると仮定しているのであるから．必然的に国民分配分を最大」
にするであろう。これは．前節におい’て論じられた点すな二hち，社会的限界純生産物の価値の相互の間
に，完全な均等が得られていないような場合には．その価値間に存在するところの不均等の程度を減少さ
せることが．とりもなむさず国民分配分の利益になるということを純粋理論的に裏書きするものである。
もらうん，ここにおいて．採られた仮定から．利己心を妨げるところの障害である移動の費用が存在しk
いということは，仮定的に見て．以上のことは容易κ推察のつぐところである。ただ，この場合，後に考
慮するところであるもう一つの障害，すなわち知識における不完全さという点には及んでいないことを注
意しなければならない。ところで．今の場合．すべての社会的限界純生産物の価値を均等にするところの
配置はだだ一つであるとしたのであるが，もし，このよう左配置が多数存在し’ていftとするならば，それ
ら相互の配置によって得られた社会的限界純生滝物の価値の均等を通じての国民分配分の大きさは・段階
的κ，言い換えれば，相対的に最大値を得ているということになる。それは，成長振動曲線の各々の腹の
部分に当たると言えよう。それ故，このような場合には．その曲線の最高段階に必ず至るという条件が存
しないかぎり国民分配分が，明らかに最大になるであろうということは言えftいわけである。しかし．現
在のhれfOれの問題にとつてはtこのような場合は考慮の塀外であると言える。
　さて，このように，基本的に資源が移動するだけの条件によつて得られた結論は，第二の段階すなh
ら，移動のための費用が必要であるという場合に澄い’てtどのような形に修正されるかを観察しなければ
ならない。
　そこで，hれbれは，ある適当な二地点A，　Bを取上げ・てみることκしよう・い蕉　A・B二地点間に
於いて，一単位の資源を移動するために必要ζせられる必要をn円とする・ここに・その費用はAからB
（仮定的に）へ移動させるだめに生ずる国民分配分にむよぼす影響から，その年に澄ける一定率であると
する。このような事情のもとに澄いては，基本的には，B地点における社会的限界純生産物の価値が・A
地点におけるその価値よりもn円以上超過する場合．A地点からB地点へ資源を移動することによって国
民分配分は増加するであろう。iた，その逆に，　B地点におげる社会的限界純生産物の価値の超過分がn
円以下に低下した場合に澄い’て，もし，そのA1，資源の移動が行なfOれ続けるとすれば当然のことな
がら，その資源への投資者は据害を被むることになるであろう。それ故　B地点に澄ける社会的限界純生
産物の価値をn円以下の額だけ超過するような程度に，A・B地点に配署されているとするならば・当然
にこれ以上の移動を行なうことは不利であり，現在の配置が最も有利であることが知られる。これらは．
A地点VC　k一け。社会的限界純生勅の価値と，・地点に鮒・それとの差がhであるとした雛・多
の式によって理解されるところのものである。それ．故に．n＝hの点が・移動の費用を考慮に入れたうえ
での社会的限界純生産物の価値の均等点であり，この点に澄いて，はじめて国民分配分の最大が得られる
hけである。少なぐとも利己心の自由な行動はn＝hを速みやかκ達成するように努力するであろう。
　以上の論議から，移動の費用が存在する場合にむける社会的限界純生産物と国民分配分との関係は．次
のような結論に至ることを知る。すなhら
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　「移動の費用を考慮するものとして，社会的限界純生産物の価値があらゆる用途において同じになるの
でない限り，国民分配分はだしかにその達し得る最高の額になることはできftい。と言うのは，もしこれ
らの価値が等しぐないとすれば，ある用途の限界から，他の用途の限界へ移転することによつて，国民分
配分をSE？bnすることができるからである・a。O　　　　　　r
　この結論は．さきの仮定を考慮に入れて者えるならば．さらに次のように言うことができるであろう。
すなわち．
　「社会的ないし私的純生産物間に澄ける不一致を．社会的限界純生産物の価値をもたらす一要因として
服し・さらに・第二の要因として・絢に対する障害をこれva加えるのが適当である」・a⑤
　これによっぞ，社会的限界純生超物の価値の均等は二重に妨げられることκなる。だがしかし．障害は
ここva　k・けるkとnとにのみ制限されるものではない。われわれは，次にその点にっいて考察することに
しよう。
　今Aでのところから，利用される生産の資源の全体量を一定とするならば，澄そらぐは，どのような障
害にしたところで，これを無費用で減少させることができれば，様々の用途と場所とにおける限界純生産
物の価値はより均等に近ずぐのでは左いであろうかという期待が持たれる。だが．ここで一つの問題が生
じてぐる。それは，先程の第一段階で見だような場台がftとえ想定されたとしても，そこには，当事者の
実際上の知識の相違が存在するのではないかということである。そして．このことは，A，　C，ピグーに
澄いて，移動費用の問題と同じ程度の比重にむいて敢扱われており，言い換えるならば，「移動の費用」
と「知識の不完全」さは，限界生産物の価値の不均等をもたらす二大障壁として問題にされているところ
である。この二つの障害によってもたらされる「事態の複雄さ」の解決が，hれhれに与えられた次の任
務であるわけである。
　そこで，問題を進めるについて，二つの形態に分類して分析を行ftうのが適当であろう。ここで注意し
てtoかねばならないことは，ここに澄い’ても先程の分析に澄ける仮定であっft定数Kは，その11生きて
いるものであつて，私的限界純生産物の価値と社会的限界純生産物の価値との変数は同一であるとする。
そこで，ここでは．言葉の煩雄さを避けるために，だだ限界純生産物と呼ぶことにしよう。
　さて，二っの形態は．次のように左る。すなわら
　第一には，・知識は不完全の11であつて，移動に要する費用のみを変化させる場合であり，
　第二には，その逆で．移動の費用を不変として，知識上の改善を行なう場合である。　　　　　一
　もらうん，この二っの分析により，　「知識の改善」と「移動費用減少」の両側面からの考察が終局的に
得られることは論を待たなv㌔
　1ず．第一の場合について観察することにしよう。
　いA，A，　B：地点間に齢いて．　AからB地点へ資源を蒋動することによつて得られる場合の限界純生
産物の価値と．A地点に澄ける限界純生産物の価値との評価について行なうことにする。仮定的に　B地
点に澄い・て投下される資源の限界純生産物の価値に対する人々の判断は正確なものであるとする。そして・
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A地点に澄いて投下されたとした場合にその資源が生み出すであろう価値と，B地点va　k・い・て生み出され
る価値との差（移動の費用を含1ない）をkとする。nた，移動の費用を考慮して，　B地点’における資源
の限界純生産物の価値がA地点に鉛けるそれを超過するところの額をhとする。ここに移動費用はnで
ある。さて，これらの仮定と記号とを利用し，さらた第一図と第二図とを参照することによつて，第一の
場合に分析を加えることとしよう。第一図bよび第二図において，OM＝k，　MP＝MQ＝nとナる。図
にむいて　hは不定：（rあり，k－n≦h≦k＋nの範囲内にあることは明らかである。ここに，移動の費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用nは，二つの点P，QがMに近づ
k
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あろうし減少させもするであろう。この確率は，両者とも同じである。それ故，
動の費用がhをどの方向に動かすであろうかということは推測できない。次に，第二図のP。Qが0の両
側にある場合には．移動の費用の減少は．hの減少に致らしめる傾向があることが分かる。その場合h
はkを限度とする。それは，この場合，kはA，　B間の相違に基づぐものであり，仮定から，その相違は
改善されない査交なのであるから，現段階では，これ以上には，不均等を減少させ得ないからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10
　それ翫第一図と第二図の場合は，A，　B二地点相互に澄ける資源の移動によつて結果する位置的決定
をなすものであると言える。後者の場合には，．A，　B二地点は互いに理想立地外に誇けるものであり，そ
れ臨移動の費用が考慮されるということは，知識の改善を考えれば論外の問題であると言つて差支えな
いであろう。それに対し，前者の場合は，その域内のある一点ではあるが，知識の商題が導入されない限
b，A，　B間に冷げる限界純生産物の価値の純粋な意味での均等化の傾向は得られない。そこで，次の段
階を考慮することが必要となる。
　すなわち，移動の費用が不変として，市場に関する知識が改善される場合の限界純生産物の二地点間の
相違は，もし，完全な知識が普及していたとするならば，n＝hすなhら移動の費用と移動によつて得ら
れる収益が一致するようになるをで．言い換えれば，限界生産力均等の法則が成立する点に凝で至るわけ
である。だがしかし，現在の時点では，未だ知識が不完全な葦交なのであるから，二地点間AからBへの
移動は，一つの場合に限られる。すなわら．A地からB地点va　n＝hの限界を越えて移動させる局面に極
Aるであろうということである。なぜならば，その判断を下すものは，市場に対する知識が未だ不完全な
11であり，n　＝＝　h’の限界が不明なわけであって，経験的に収益Qより増大する方向へ移動させ．一時的
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ぐことによつて減少を示ずものであ
るとする。
　1ず，第一図の場合について考え
’てみよう。
　すなhら，この場合には，P，　Q
が0の片方側にある．それ故，hの
符号は一定であり，MP，　MQの両
変化は，hの値を増大させもするで
　　　　　このような場合には，移
には，その慣性によつ・てn＝hの点を通り越してn＞hの領域va　nで・侵入してし琵うであろうからであ
る。ただ，今の場合　n＞hの方がかえつて限界純生産物の価値の均等化傾向をもたらすであろうという
ことである。逆κ言えぱ，知識がより完全になるとすれば不均等の量は大きぐなるかも知れないというこ
とである。しかし．他方．たとえ不均等は増したとしても，このような事情のもとに澄い’ては・国民分配
分は鰍するということ幌麟れる．それ故，hれ殖力㍉こ糠で螺していた「限界純生産物の均
等が国民分配分を極大に致らしめるであろう」という認識から離れて・次のことが特殊の現象として言い
得るhけである。すなコhち，「無知のために生じたところの障害を無費用で減少させることは・常に国民
分配分を増大させることになる。しかし，そのことによって必ずしも限界純生産物の価値の均等が促進さ
れるとは限らない」　ということである。それ故，市場に対する知識の不完全さκよつ’て生ずるところの
　　　　　　　　　⑱障害は，それが限界純生産物の価値にどのように影響を及ぼそうとも・常に国民分配分の増大を促すもの
であり，前者すlt　hら，移動の費用と定数Kによって与えられ牟限界純生産物の価値の不均等によつて
生ずる影響とは異つた形態をとる，ものであることカ・窺轍る・しかし・hれf°t・は・ピグーが先きに繭
の費用・定数Kの躍・を二つの不均等の原因である・したのに対・h，さらに職の不完全さを第三の障
害として同等の意義を与えることが妥当であろ向と考えるのである。
　さて，これ1で，国民券配分が資源の移動によつて如何κ変更せられるものであるかを見てきたのであ
るが，われわれは，ここで最終的な疑問をぶつけなければならない。それは。いelで「二地点間に語け
る資源の総量は，移動が行なhれる以前κおいても以後に於いても一定で変化しない」ものであるという
仮定のもとに論議を進めてきたということである。ところが，このような前提が，果して保証されるもの
であるかどうかという疑問に対する解答を未だ得’ていないのであつて，この点について触れて語ぐことが
必要であろうと思われる。これは，先きに，A．クールノーtF．エツヂワースによつて指摘されたとこ
ろであり，A．クールノーによれば，もし交通機関が設置され．それ以前のA．　B二地点間に澄いては地
理的な障害のために交涌できなかったような場合に両地点に鉛いて生産された総量が，交涌機関の利用に
4D・・，かえつて全蝿が減少す・のではないか・い・こ・⑳すな坊A地点（B地点との関係は先
きに示した仮定涌り）における生産量の増加とB地点において資源が減少したことによつて生ずる生産量
の減少とが等しぐなるであろうかということである．ここに・生韻の増加あるいは減少というのは・も
し二地点の限界純生産物の価値（価格）が，両者の平均値であつたとした場合の生産量からみて，A地点
倫いては．それよりも評価が低いことによる生産量の鋤ロであり・B地点幽いては・それよ塙いこ
とによる生産量の減少を意味するものであり，需要と供給価格の関係から推測されるものである。そして
上記の等式が成立し得ぬのではなかろうカ・とい擬問は濡難線が一般に凹型であることから窺棟る
のであつて，それ故に，「交涌開発の結果として，使用される労働あるいは新しぐ利用される資本の総量
　　　　　　　　　　　　　」わけである。けれども，このような疑問に対しては・一つの救済が施されよが減少するかも知れない　　　　　　　　　　　⑫1）
う。それは，これらの活動は，人間の本来的な利己心に委ねられていうことである。なぜならば，以上の
ような結果が生ずるでthうと予測されるならば，綿者は決し’て資源の移動を行舳うとはしltいであ
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ろうからである。それ故，この問題は，先きに示した知識の改善に於ける問題として，実証的な疑問を与
えるものであるκ過ぎないと言えるであろう。
む　す　び
　以上．われわれは，A．C．ピグーの厚生経済学に澄ける国民分配分と移動の問題について概観してき
だのであるが，そこに於いては．社会の厚生全体から経済的厚生を浮かび上がらせ，さらに，それを国民
分配分の概念によって理解し，その上それを社会的限界純生産物に澄いて把握してきたのであつた。そ
して，経済的厚生は．この社会的限界純生産物の価値の関数であるということを得だのであったが．国民
分配分への国民全体の意志（利己心）が決して社会的限界純生産物の価値に直接的に興味を示すものでは
なぐ，もう一つの，それに対する利己心の支配する私的限界純生産物という概念の設定を余儀なぐされた
のであつた。しかし，多ぐの点に澄いて，その両者は分離するκ致り，Aた，それ以外に産菜全体に於け
る限界純生産物の価値の不均等という二つの現象のftめに，国民分配分の極大点を獲得することを得なか
つたのである。そして。われnれは，本稿において問題としているのは後者に関するものであつだ。そし
て，それは交通現象という経済的一一側面であつた。A．C．ピグーにあっては，それは鴬に鉄道，自島車
航空機あるいは船舶による一般的な移動現象ばかりでなぐ，一工場内における動ぎ交でをも把えた包括的
現象であり．それ故にこそ「移動」という一般的な言葉によつて示されていπのであるが，この活動に伴
なう費用の増加は・明らかに国民分配分の増大にとつて大きな障害をもたらすものとして「社会的限界純
生産物の価値の不均等を強める・…　二つ目の要因」として認識されねばならなかつftのである。大き
ぐ移動現象は．交涌機関の発達と共に，その真価を示してきているのではあるが，A．C．ピグーにあつ
て．それは，創造の神が人間に与えた不可避の障害として把らえられたのであった。そし’て，この宿命的
な題材に対して，ここに一つの解決への道を見出すことこそ，ピグーにとつての使命であつだわけなので
ある。それは．移動の問題を知識の問題に対比させることによつて行な二hれたのであった。
　すなfOら．移動を発起する当事者の利己心の自由な活動の源泉は，言うをでもなぐ，この知識の有無に
起因するものであるからである。それ故，　「種々の障害にせよ，これを無費用で減少させるならば…
限界純生産物の価値は。必然的により一層不均等ではなぐなり，国民分配分が一層増大する」であろうと
いう楽観的な考え方に対し，実践的な意味での困難さを示しているものであると言つ’てよいであろう。
　A．C．ビグーに澄いて，社会的厚生の中に経済的厚生を得，そしてそれを国民分配分を涌じ，最終的
に各人の利己心という人間の本来の大前提に至ることによつて．それは明らかに知識という利己心の客観
的材料を経て，経済的厚生が結局は国民全体の厚生を間接的に左右し得るものであるということを暗示し
ているものと言つて差支えないであろう。
　われbれは．以上の分析に対し，狭義的に交涌というもののみを取上げて考えるとき，A．C．ピグー
の指摘する二つの問題点がどのように理解されているかを疑うものである。
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　　（3）A．C．Pigou，”The　Economics　of　Welfare”fourth　edition，
　1950．P．10
　　（4）A．C．Pigou，　ttibid”P。11
　　（5）例えば，貨幣では測定し得ない心理的な側面によつて生ずる厚生がある。しかし，A．C．ピ
　グーによれば，両者の関係は
　　第一に，非経済的厚生は所得が獲得される方法によつて変化し，
　　第二に，非経済的厚生は所得が消費される方法によつて変化するのが一般であるとする。なぜならば
　前者の場台．人間の心理的要素は観念的に仕事の環境が生活一般咋大きく作用するという方向に働ぐか
　ちであり，この点は経営管理の一つの問題となるところである。後者の場合には，社会的，倫理的ある
　いは道徳的作用のためκ一定の規範に沿つτ傾向的に決定せられるものである。
　　（6）A．C．Pigou，　ttibid”，　P54
　　（7）A．Marsh。ll，・ibid”，　P454
　　（8）これに対しピグーは「消費の国民所得」　（national　income　of　consumption
　goods）　Zaたは「消費所得」　（tconsumption　income）の名を与尺ている。
　　（9）A．C。Pigou，　ttibid”，　P．82
　　a①A．C．Pigou，　eibid”，　PP．87～89
　　　　　　　　　　　　　　　　　ftaD A．C．Pigou，　ttibid，PP．134～155
　　働A．C．Pigou，　ttibid，’，　P．143
　　a3）私的限界純生産物と社会的限界純生産物の分離と費用逓減逓増の法則との関係にっいては，
　G．F．Shove，　”Varying　Cost　and　Marginal　Net　Products，　Economic
　Journal，　June，1928”に詳しい。
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